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第１章 計画策定にあたって 
 

１. 計画策定の趣旨 
 

本市では、平成 27 年３月に「第４期豊岡市障害福祉計画」（平成 27～29 年度）を、

平成 29 年３月に「豊岡市障害者計画」（平成 29～32 年度）を策定し、障害のある人も

ない人も住み慣れた地域で支え合いながら笑顔で暮らせるまちづくりを進めてきました。 

近年、障害者を取り巻く現状は、大きく変化しており、平成 28 年４月には、障害を理

由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号、以下「障害者差別解

消法」という。）が施行され、権利擁護を推進していく必要があります。また、平成 28 年

5 月には、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法

の一部を改正する法律（平成 28 年法律第 65 号）が成立し、障害児福祉計画の策定が義

務付けられました。 

このたび、「第４期障害福祉計画」が終了するため、国や兵庫県の障害者施策全般にわた

る近年の動向を踏まえながら、「第５期障害福祉計画」と児童福祉法（昭和 22 年法律第

164 号）に規定された「障害児福祉計画」を一体的に策定するものです。 

 

 

２. 計画の基本的な視点 
 

障害者基本法は、「全ての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有す

るかけがえのない個人として尊重されるものである」との理念にのっとり、すべての国民

が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会の実現をめざしています。 

本市では、これまで、「コウノトリとともに、すべての人が自分らしく笑顔で暮らせるま

ちづくり」を基本理念に、すべての人が障害の有無にかかわらず地域活動に参加し、地域

の人々とともに、支え合いながら生きがいをもって生活することのできるまちづくりに向

けて取り組んできました。 

今後も、住み慣れた地域で、すべての人が笑顔で暮らせるよう、住みよいまちづくりに

向けた取り組みを充実させる必要があります。 

市のまちづくりや施策の根底には「豊岡市のいのちへの共感に満ちたまちづくり条例」

における考え方があり、この条例は「命は限られている」、「命はつながっている」、「命は

支えあっている」という３つの視点に立っています。 

この条例には、お互いの違いを認め合い、共に支え合い、一人ひとりを尊重するまちを

めざす社会的包摂の姿勢が示されています。 

これらの考えを念頭に置きながら、コウノトリが悠然と舞う豊かな自然環境の中で、す

べての人が尊重され、地域で互いに支え合う寛容と包摂の社会をめざし、自分らしく笑顔

で暮らせるまちづくりを進めます。 
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３. 計画の位置づけ 
 

第５期障害福祉計画は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成 17 年法律第 123 号、以下「障害者総合支援法」という。）第 88 条に基づく「市

町村障害福祉計画」であり、第１期障害児福祉計画は、児童福祉法第 33 条の 20 に基づ

く「市町村障害児福祉計画」として位置づけられるものです。 

また、本計画は、平成 24 年に制定された「豊岡市いのちへの共感に満ちたまちづくり

条例」の理念のもと、上位計画である「豊岡市総合計画」や「豊岡市地域福祉計画」との

整合性を図り、個別計画である「豊岡市老人福祉計画・介護保険事業計画」、「豊岡市子ど

も・子育て支援事業計画」及び、その他の関連計画等とも関連するとともに、「兵庫県地域

福祉支援計画」とも関連しつつ策定するものです。 
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豊岡市障害福祉計画及び障害児福祉計画 位置づけ 

豊
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画 

豊
岡
市
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害
福
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豊
岡
市
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計
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そ
の
他
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－障害者計画－ 
 

【法的位置づけ】 

障害者基本法に定める市町村計画 

【目 的】 

障害者の自立及び社会参加の支援

等のための施策を総合的かつ計画

的に推進し、障害者の福祉を推進す

ること 

【障害者の福祉に関する基本的施策】 

①医療、介護等 

②年金等 

③教育 

④職業相談等 

⑤雇用の促進等 

⑥住宅の確保 

⑦公共的施設のバリアフリー化 

⑧情報の利用におけるバリアフ

リー化 

⑨相談等 

⑩経済的負担の軽減 

⑪文化的諸条件の整備等 

－障害福祉計画－ 
 

【法的位置づけ】 

障害者総合支援法に定める市町

村障害福祉計画 

 

【市町村障害福祉計画で策定す

る事項】 

○各年度における指定障害福祉

サービスの種類ごとの必要な

量の見込と確保のための方策 

○各年度における指定相談支援

の種類ごとの必要な量の見込

と確保のための方策 

○地域生活支援事業の種類ごと

の実施に関する事項 

○その他障害福祉サービス、相

談支援及び市町村の地域生活

支援事業の提供体制の確保に

関し必要な事項 

－障害児福祉計画－ 
 

【法的位置づけ】 

児童福祉法に定める市町村障害児

福祉計画 

 

【市町村障害児福祉計画で策定す

る事項】 

○障害児通所支援及び障害児相談

支援の提供体制の確保に係る目

標に関する事項 

○各年度における指定通所支援又

は指定障害児相談支援の種類ご

との必要な見込量 

○指定通所支援又は指定障害児相

談支援の種類ごとの必要な見込

量の確保のための方策 

○指定通所支援又は指定障害児相

談支援の提供体制の確保に係る

医療機関、教育機関その他の関

係機関との連携に関する事項 
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４. 計画の期間 
 「第５期豊岡市障害福祉計画」及び「第１期豊岡市障害児福祉計画」の計画期間は、平

成 30 年度から 32 年度までの３年間とします。 

 本計画において設定する「成果目標」と「活動指標」については、進捗状況の分析・評

価を行い、必要があると認めるときには、計画の変更や事業の見直しを行います。 

 

図表 計画の期間 

平成 

24年度 

平成 

25年度 

平成 

26年度 

平成 

27年度 

平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

平成 

31年度 

平成 

32年度 

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

         

 

５. 計画策定にあたって 
障害者やその家族、障害福祉サービスを提供する事業者、学識経験者の意見等を計画に

反映させるため、１８名の委員からなる「豊岡市障害者福祉計画策定・推進委員会」を設

置し、審議を行いました。 

また、計画策定の過程では、豊岡市障害者自立支援協議会の意見を聴取したほか、住民

参加を積極的に取り入れるために、次の方法で、当事者の多様な声の聴取に努めました。 

 

（１） 障害者福祉計画策定・推進委員の公募 

 

一般公募により、２名の委員に参加していただきました。 

 

（２） 障害児（18 歳未満）へのアンケート調査の実施 

① 調査対象者 

平成 29 年７月１日現在、本市在住で 18 歳未満の身体障害者手帳、療育手帳、精神障

害者保健福祉手帳のいずれかをお持ちの方、あるいは、５歳以上 18 歳未満の障害児通所

支援サービスを利用されている方 

 

② 調査期間 

平成 29 年７月 19 日～８月７日 

 

③ 回収結果 

豊岡市障害福祉計画 

(第５期) 

豊岡市障害児福祉計画 

(第１期) 

豊岡市障害福祉計画 

(第３期) 
豊岡市障害福祉計画 

(第４期) 

豊岡市障害者計画 

(平成 24 年度～平成 28 年度) 
豊岡市障害者計画 

(平成 29 年度～平成 32 年度) 
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対象者数 有効回収数 有効回収率（％） 

351 128 36.5 

 

 

（３） グループインタビューの実施 

平成 29 年８月から９月にかけて、９グループ（肢体障害・内部障害、視覚障害、聴覚

障害、知的障害、発達障害、精神障害、重症心身障害、障害児等、障害種別問わず（特別

支援学校の生徒））において、当事者やその家族、支援者から直接聞き取りを実施しました。 

① 実施期間 

平成 29 年８月４日～９月５日 

② 参加者 

各グループ５人から 19 人の当事者及び家族、支援者、豊岡市障害者福祉計画策定・推

進委員会の委員等。 

 

（４） パブリックコメントの実施 

 

① 実施時期 

 

② 実施方法 

 

③ 意見の応募件数等 

 

④ 提出方法の内訳 
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第２章 障害福祉をめぐる状況と今後の課題 
 

１. 障害のある人の状況 
 

（１） 人口及び手帳所持者の推移 

 

① 障害者手帳所持者の状況 

本市の総人口は、減少傾向が続いており、平成 24 年度から平成 28 年度の５年間の推

移をみると 87,040 人から 83,554 人へと 3,486 人（4.0％）減少しています。 

手帳所持者総数では、5,015 人から 4,839 人へと 176 人（3.5％）減少しており、人

口の推移と近い傾向にあります。手帳所持者総数が総人口に占める比率は、5.8～5.9％で

推移しています。 

障害別にみると、身体障害者手帳所持者数は減少していますが、療育手帳及び精神障害

者保健福祉手帳所持者数はともに増加傾向がみられます。３障害別の手帳所持者数の割合

は、平成 28 年度で身体 73.4％、療育 17.4％、精神 9.2％となっており、身体障害者手

帳所持者数の占める割合が低くなっています。 

※人口、障害者手帳所持者数は各年度３月末日現在 

障害者手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総人口に占める障害者手帳所持者の割合及び推移 
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０～17歳 18歳以上

 

② 障害支援区分認定者の状況 

全体の中では、区分 6 の占める割合が一番高く、次いで、区分 4 が高くなっています。 

今後も精神障害者及び知的障害者の増加に伴い、障害福祉サービスの利用に必要な障害

支援区分認定者は増加していくことが考えられます。 

障害支援区分認定者の割合 

 

※平成29年３月末日現在 

※ 障害支援区分は、障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総

合的に示すものです。区分１に比べて区分６の方が、必要とされる支援の度合いが高くなります。 

 

（２） 身体障害者の状況 

 

① 年齢別の身体障害者手帳所持者の状況 

障害者と障害児ともに減少傾向がみられます。 

 

年齢別の身体障害者手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末日現在 

  

区分１,

7人, 1.6%

区分２,

76人, 17.0%

区分３,

84人, 18.8%

区分４,

100人, 22.3%

区分５,

58人, 12.9%

区分６,

123人, 27.5%

合計 448人
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② 等級別の身体障害者手帳所持者の状況 

身体障害者手帳所持者の各等級の占める割合を５年間でみると、すべての等級で大きな

変化はみられません。全体に占める割合では１級、４級の割合が大きくなっています。 

 

等級別の身体障害者手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末日現在 
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③ 障害部位別の身体障害者手帳所持者の状況 

身体障害者手帳所持者の部位別の割合を５年間でみると、視覚障害の割合が僅かに減少

し、内部障害の割合が僅かに増加しています。全体に占める割合では肢体不自由が最も多

くなっています。 

 

障害部位別の身体障害者手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末日現在 
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（３） 知的障害者の状況 

 

① 年齢別の療育手帳所持者の状況 

療育手帳所持者は増加傾向にあり、障害者、障害児ともに増加しています。 

 

年齢別の療育手帳所持者の推移 

 

※各年度３月末日現在 

② 判定別の療育手帳所持者の状況 

療育手帳所持者を判定別にみるとＢ２判定が微増傾向にあります。全体に占める割合で

は、A 判定、B1 判定、B2 判定が概ね１／３ずつとなっています。 

 

判定別の療育手帳所持者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末日現在 
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（４） 精神障害者の状況 

 

① 等級別の精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者を等級別にみると３級の割合が増加しています。全体に

占める割合では、２級が特に多くなっています。 

 

等級別の精神障害者保健福祉手帳所持者の推移 

 

※各年度３月末日現在 

 

② 自立支援医療（精神通院医療）受給者の状況 

自立支援医療（精神通院医療）受給者は、５年間で 689 人から 787 人へと 98 人増加

しており、その増加率は 14.2％で、手帳所持者の増加と連動していると考えられます。 

 

自立支援医療（精神通院医療）受給者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末日現在 
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（５） 指定難病受給者の状況 

 

① 指定難病受給者の状況 

平成 24 年度から平成 28 年度の 5 年間で、498 人から 602 人へと 104 人増加して

おり、率では 20.9％増加しています。 

 

指定難病受給者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末日現在 

 

② 疾患別の指定難病受給者の状況 

疾患別の割合は、2 年間では大きな変化はみられません。「神経・筋疾患」の割合が最も

大きく、次いで、「消化器疾患」、「免疫疾患」となっています。 

 

疾患別の指定難病受給者数の推移 （単位：人、％） 

 
平成27年度 平成28年度 

人数 割合 人数 割合 

神経・筋疾患 177 30.1% 179 29.8% 

免疫疾患 80 13.6% 82 13.6% 

消化器疾患 117 19.9% 119 19.8% 

循環器呼吸器疾患 42 7.1% 44 7.3% 

血液性疾患 26 4.4% 25 4.2% 

皮膚・結合組織疾患 33 5.6% 38 6.3% 

骨・関節系 31 5.3% 35 5.8% 

視覚系 11 1.9% 8 1.3% 

内分泌疾患 7 1.2% 8 1.3% 

その他 64 10.9% 64 10.6% 

合計 588 100.0% 602 100.0% 

※各年度３月末日現在 

※資料：兵庫県  
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２. 第４期障害福祉計画の成果目標等の進捗状況 
 

（１） 福祉施設入所者の地域生活への移行 

 

平成 28 年度末の地域生活移行数は６人で、平成 29 年度末目標の 16 人を下回ってい

ます。また、施設入所者数は、基準値の 126 人に対し、８人（6.3％）の削減となってい

ます。 

 

区      分 人  数 備  考 

平成 25 年度末の施設入所者数 ① １２６人 平成 25 年度【基準値】 

目標値 

29年度末 

地域生活移行 １６人 12.0％削減 

削減見込 ５人 4.0％削減 

平成 28 年度末の施設入所者数 ② １１８人  

実績値 

28年度末 

地域生活移行 ６人  

削減見込 ８人 ①－② 

 

（２） 福祉施設から一般就労への移行 

 

平成 28 年度末の一般就労への移行者数は 16 人であり、平成 29 年度末の目標値 15

人を達成していますが、平成 28 年度末の就労移行支援事業利用者数は９人で、平成 29

年度末の目標値 34 人を大きく下回っています。 

 

区      分 人 数 備  考 

目標値 平成 29 年度末の一般就労への移行者数 １５人  

実績値 平成 28 年度末の一般就労への移行者数 １６人  

目標値 平成 29 年度末の就労移行支援事業利用者数 ３４人  

実績値 平成 28 年度末の就労移行支援事業利用者数 ９人 
年度最終月の 

月間利用者数 
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（３） 障害福祉サービスの利用実績 

① 訪問系サービスの利用状況 

居宅介護は、利用者数は平成 27、28 年度で計画値を上回っていますが、利用時間は計

画値を下回っています。 

重度訪問介護は、平成 27 年度に比べて増加傾向にあり、計画値を大きく上回っていま

す。 

行動援護は、平成 27 年度に比べて増加傾向ですが、計画値は下回っているものの、利

用時間は計画値をやや上回っています。 

同行援護は、利用者数ではあまり変化が見られませんが、延利用時間は計画値を下回っ

ています。 

 

※１か月あたり 

サービス名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

居宅介護 
人 106 121 114% 109 121 111% 112 109 

時間 1,346 1,237 92% 1,384 1,289 93% 1,422 1,275 

重度訪問介護 
人 4 5 125% 4 8 200% 4 7 

時間 206 431 209% 206 635 308% 206 756 

行動援護 
人 11 10 91% 14 12 86% 17 12 

時間 142 177 125% 181 194 107% 219 219 

同行援護 
人 19 19 100% 23 18 78% 27 18 

時間 150 130 87% 182 143 79% 213 153 

重度障害者等包括支援 
人 0 0 ― 0 0 ― 0 0 

時間 0 0 ― 0 0 ― 0 0 

合 計 
人 140 155 111% 150 159 106% 160 146 

時間 1,844 1,975 107% 1,953 2,261 116% 2,060 2,403 

 

 

② 日中活動系サービスの利用状況 

生活介護は減少傾向にあり、利用者数、延利用者数とも計画値を僅かに下回っています。 

自立訓練（機能訓練）は、利用者数の変化はあまりみられませんが、平成 29 年度の延

利用者数は計画値を上回っています。 

自立訓練（生活訓練）は、利用者数の実績は計画値を大きく下回っており、同様に延利

用者数も計画値を下回っています。 

就労移行支援は、実利用者数、延利用者数ともに減少傾向にあり、計画値を大きく下回っ

ています。 

就労継続支援Ａ型、Ｂ型ともに利用者数は増加傾向にあります。 

療養介護、短期入所では、実績値が計画値を上回っています。 
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※１か月あたり 

サービス名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

生活介護 
人 218 217 100% 229 214 93% 240 212 

人日 4,316 4,147 96% 4,534 4,077 90% 4,752 4,221 

自立訓練（機能訓練） 
人 2 3 150% 2 1 50% 2 2 

人日 18 16 89% 18 23 128% 18 26 

自立訓練（生活訓練） 
人 25 3 12% 26 3 12% 27 5 

人日 240 26 11% 250 32 13% 259 79 

就労移行支援 
人 30 29 97% 32 16 50% 34 11 

人日 474 404 85% 506 197 39% 537 122 

就労継続支援（Ａ型） 
人 14 11 79% 14 17 121% 14 21 

人日 277 200 72% 277 239 86% 277 324 

就労継続支援（Ｂ型） 
人 221 244 110% 245 247 101% 269 249 

人日 3,912 3,914 100% 4,337 4,064 94% 4,761 4,292 

療養介護 人 16 19 119% 15 19 127% 14 18 

短期入所 
人 42 85 202% 45 89 198% 48 82 

人日 185 313 169% 198 324 164% 211 360 

 

 

③ 居住系サービスの利用状況 

共同生活援助では、実績値は計画値を上回っています。 

施設入所支援では、概ね計画通りの利用人数となっています。 

 

※１か月あたり 

サービス名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

共同生活援助 人 73 84 115% 85 89 105% 97 99 

施設入所支援 人 121 123 102% 121 118 98% 121 115 
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④ 相談支援の利用状況 

計画相談支援では、概ね計画通りの実績となっています。 

地域移行支援の平成 27 年度は計画値を上回ったものの、平成 28、29 年度では、利用

者数が減少し、計画値を下回っています。今後、関係機関と連携し、地域移行支援の取組

みをより一層進める必要があります。 

一方で、地域定着支援の利用者数は、計画値を上回っています。これは、平成 27 年度

に地域生活に移行された方が、引き続き、地域定着支援を利用されたことが主な要因です。 

 

※１か月あたり 

サービス名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

相談支援 

計画相談支援 人 106 105 99% 104 105 101% 102 122 

地域移行支援 人 8 9 113% 8 5 63% 8 4 

地域定着支援 人 8 5 63% 8 10 125% 8 13 

 

 

⑤ 障害児支援の利用状況 

児童発達支援、放課後等デイサービスでは、利用者数は計画値を下回っているものの延

利用者数は計画値を上回っています。 

保育所等訪問支援では、平成 28 年度で計画値６人に対して７人となっていますが、延

利用者数は計画値を下回っています。地域社会への参加、包摂（インクルージョン）を進

めるためにも、より一層の取組みが必要です。 

障害児相談支援では、平成 28 年度で計画値の２倍以上となっています。 

 
※１か月あたり 

サービス名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

児童発達支援 
人 105 77 73% 108 90 83% 111 70 

人日 189 182 96% 194 212 109% 200 199 

放課後等デイサービス 
人 135 125 93% 147 137 93% 160 153 

人日 540 672 124% 588 719 122% 640 823 

保育所等訪問支援 
人 6 6 100% 6 7 117% 6 10 

人日 25 7 28% 25 9 36% 25 11 

医療型児童発達支援 
人 0 0 － 0 0 － 0 － 

人日 0 0 － 0 0 － 0 － 

障害児相談支援 人 37 53 143% 32 67 209% 31 82 

 

  



17 

 

 

（４） 地域生活支援事業の利用実績 

 

理解促進研修・啓発事業では、平成 27 年度では実施できていませんでしたが、平成 28

年度で実施しました。 

手話通訳者派遣事業・要約筆記者派遣事業では、計画値を大きく下回っています。 

日常生活用具給付等事業では、全体でみると計画値をやや下回っています。用具別にみ

ると、件数のほとんどを排泄管理支援用具が占めています。計画値に対して実績値の割合

が特に小さいのは、介護・訓練支援用具、自立生活支援用具、在宅療養等支援用具等となっ

ています。 

手話奉仕員養成事業の年間修了者数では、計画値の 2 倍となっています。 

移動支援事業では、年間実利用者数、月平均利用時間数ともに計画値を下回っています。 

地域活動支援センターは、施設の箇所数について計画通りに進んでいますが、Ⅲ型の実

利用者数が計画値を下回っています。 

その他事業では、訪問入浴サービス事業、生活訓練等事業、日中一時支援事業で計画値

を下回っています。 

 

①理解促進研修・啓発事業及び自発的活動支援事業 

事業名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

理解促進研修・啓発事業 有無 有 無 － 有 有 － 有 有 

自発的活動支援事業 有無 有 有 － 有 有 － 有 有 

 

②相談支援                                 ※年間 

事業名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

障害者相談支援事業 箇所 3 3 100% 3 3 100% 3 3 

基幹相談支援センター事

業 
有無 有 有 － 有 有 － 有 有 

基幹相談支援センター等

機能強化事業 
有無 有 有 － 有 有 － 有 有 

住宅入居等支援事業 有無 有 有 － 有 有 － 有 有 

 

  



18 

 

 

③成年後見制度利用支援及び成年後見制度法人後見支援事業 

事業名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

成年後見制度利用支援

事業 
有無 有 有 － 有 有 － 有 有 

成年後見制度 

法人後見支援事業 
有無 有 無 － 有 無 － 有 無 

 

④意思疎通支援事業                             ※年間 

事業名 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

手話通訳者派遣事業・ 

要約筆記者派遣事業 
件 531 308 58% 613 296 48% 695 332 

手話通訳者設置事業 人 1 1 100% 1 1 100% 1 1 

 

⑤日常生活用具給付等事業                          ※年間 

種目 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

介護・訓練支援用具 件 4 6 150% 4 1 25% 4 1 

自立生活支援用具 件 15 12 80% 15 6 40% 15 6 

在宅療養等支援用具 件 30 13 43% 30 14 47% 30 14 

情報・意思疎通支援用

具 
件 20 14 70% 20 20 100% 20 20 

排泄管理支援用具 件 2,120 1,997 94% 2,200 2,031 92% 2,290 1,991 

居宅生活動作補助用具 件 3 3 100% 3 2 67% 3 2 

合     計 件 2,192 2,045 93% 2,272 2,074 91% 2,362 2,034 

 

⑥手話奉仕員養成事業 

 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

年間の修了者数 人 5 9 180% 5 10 200% 5 9 

 

⑦移動支援事業 

 単位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

年間の実利用者数 人 72 59 82% 76 63 83% 80 53 

年間の平均利用時間数 時間 3,305 2,874 87% 3,488 2,973 85% 3,672 2,973 
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⑧地域活動支援センター機能強化事業 

事業名 
単

位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

地域活動支

援センター

Ⅰ型 

実利用者数 人 25 25 100% 25 25 100% 25 25 

箇所数 
箇

所 
1 1 100% 1 1 100% 1 1 

地域活動支

援センター

Ⅲ型 

実利用者数 人 95 61 64% 95 65 68% 95 65 

箇所数 
箇

所 
9 9 100% 9 9 100% 9 9 

 

⑨その他事業 

事業名 
単

位 

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 

計画値

(A) 

実績値

(B) 
B÷A(%) 計画値 

実績 

見込み 

訪問入浴 

サービス事

業 

月平均利用者

数 
人 4 4 100% 4 3 75% 4 3 

箇所数 
箇

所 
4 2 50% 4 1 25% 4 2 

更生訓練費 

給付事業 

月平均利用者

数 
人 2 0 0% 2 1 50% 2 1 

箇所数 
箇

所 
2 0 0% 2 1 50% 2 1 

生活訓練等

事業 

利用者延人数 人 18 15 83% 18 15 83% 18 15 

事業回数 回 3 3 100% 3 3 100% 3 3 

日中一時支

援事業 

月平均利用者

数 
人 48 57 119% 48 32 67% 48 29 

箇所数 
箇

所 
19 19 100% 19 18 95% 19 18 

レ ク リ エ ー

ション活動等

支援事業 

利用者延人数 人 643 1,190 185% 643 1,187 185% 643 1,187 

事業数 
事

業 
4 3 75% 4 3 75% 4 3 

点字・声の広

報等発行事

業 

利用者実人数 人 55 55 100% 55 55 102% 55 55 

自動車運転

免許取得・ 

改造助成事

業 

利用者延人数 人 2 1 50% 2 5 250% 2 2 
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78.1%

63.3%

49.2%

68.8%

47.7%

90.6%

42.2%

40.6%

15.6%

25.8%

39.1%

23.4%

40.6%

3.9%

35.2%

47.7%

6.3%

10.2%

11.7%

7.8%

10.9%

5.5%

22.7%

11.7%

0.0%

0.8%

0.0%

0.0%

0.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①食事

②トイレ

③入浴

④衣服の着脱

⑤身だしなみ

⑥家の中の移動

⑦外出

⑧家族以外の人との意思疎通

1 一人でできる 2 一部介助が必要 3 全部介助が必要 不明・無回答

(各項目でN=128)

３. 障害児（18 歳未満）へのアンケート調査の主な結果と課題 
 

（１） アンケート調査の主な結果 

①日常生活と介助の必要性 

日常生活について内容別に介助の必要性をみると、「一人でできる」の割合をみると、「⑥

家の中の移動」が 90.6％で最も高く、次いで、「①食事」（78.1％）、「④衣服の着脱」

（68.8％）、「②トイレ」（63.3％）となっています。 

一方で、「一部介助が必要」の割合が比較的高いのは、「⑧家族以外の人との意思疎通」

（47.7％）、「⑤身だしなみ」（40.6％）、「③入浴」（39.1％）、「⑦外出」（35.2％）など

となっています。 

また、「全部介助が必要」では、「⑦外出」の割合が 22.7％と最も高くなっています。 

 

日常生活の介助の必要性 
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②地域で生活するために必要な支援 

地域で生活をするための支援を全体でみると、「経済的な負担の軽減」の割合が 31.4％

で最も高く、次いで、「家族の理解と協力」（23.1％）、「地域住民等の理解」（19.0％）な

どとなっています。 

身体障害者手帳所持者と療育手帳所持者についてみると、地域で生活をするための支援

として「経済的な負担の軽減」の割合はいずれも最も高くなっていますが、他の項目では

差がみられます。 

「必要な在宅サービス利用」「障害者に適した住居の確保」では、身体障害者手帳所持者

の割合が高く、「地域住民等の理解」「日常生活の生活訓練等の充実」「相談対応等の充実」

では、療育手帳所持者の割合が高くなっています。 

 

地域で生活するために必要な支援（障害種類別） 

 

  

28人, 23.1%

1人, 0.8%

10人, 8.3%

14人, 11.6%

18人, 14.9%

38人, 31.4%

16人, 13.2%

23人, 19.0%

4人, 16.7%

1人, 4.2%

4人, 16.7%

8人, 33.3%

1人, 4.2%

9人, 37.5%

0人, 0.0%

1人, 4.2%

19人, 22.9%

0人, 0.0%

8人, 9.6%

10人, 12.0%

13人, 15.7%

24人, 28.9%

12人, 14.5%

21人, 25.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1 家族の理解と協力

2 在宅で医療的ケアなどが適切に利用できる

3 障害者に適した住居の確保

4 必要な在宅サービスが適切に利用できる

5 買物など日常生活に関わる生活訓練等の充実

6 経済的な負担の軽減

7 相談対応等の充実

8 地域住民等の理解

全体(N=121)

身体障害者手帳所持者(N=24)

療育手帳所持者(N=83)
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③外出するときに困ること 

外出時に困ることを全体でみると、「公共交通機関がない（少ない）」の割合が 47.4％と、

他に比べて高くなっています。次いで、「周囲の目が気になる」、「切符の買い方や乗り換え

の方法がわかりにくい」などとなっています。 

身体障害者手帳所持者と療育手帳所持者についてみると、身体障害者手帳所持者では「外

出先の建物の設備が不便」「道路や駅に階段や段差が多い」「列車やバスの乗降が困難」な

ど移動の制約となるハードな部分で割合が特に高くなっています。療育手帳所持者では「切

符の買い方や乗り換えの方法がわかりにくい」「周囲の目が気になる」といった公共交通の

利用の仕方で割合が高くなっています。 

 

外出するときに困ること（障害種類別） 

 

  

46人, 47.4%

6人, 6.2%

7人, 7.2%

21人, 21.6%

14人, 14.4%

15人, 15.5%

17人, 17.5%

23人, 23.7%

6人, 6.2%

19人, 19.6%

9人, 42.9%

4人, 19.0%

7人, 33.3%

2人, 9.5%

10人, 47.6%

4人, 19.0%

2人, 9.5%

5人, 23.8%

0人, 0.0%

2人, 9.5%

36人, 52.2%

5人, 7.2%

4人, 5.8%

16人, 23.2%

11人, 15.9%

13人, 18.8%

11人, 15.9%

20人, 29.0%

4人, 5.8%

13人, 18.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

1 公共交通機関がない（少ない）

2 列車やバスの乗降が困難

3 道路や駅に階段や段差が多い

4 切符の買い方や乗り換えの方法がわかりにく

い

5 外出先の建物の設備が不便（通路、トイレ、エ

レベーターなど）

6 介助者が確保できない

7 外出にお金がかかる

8 周囲の目が気になる

9 発作など突然の身体の変化

10 その他

全体(N=97)

身体障害者手帳所持者(N=21)

療育手帳所持者(N=69)
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④学校生活の中で困ること 

学校生活で困っていることでは、「教えてもらっていることがむずかしく、ついていけな

い」の割合が 43.5％で高くなっています。次いで、「友達が少ない」「同級生と話しにくい、

輪に入りにくい、いじめられる」となっています。 

 

学校生活の中で困ること 

 

 

⑤今後働くとした場合に必要なこと 

今後、働くとした場合に必要なことについては、「自分の住まいの近くに職場があること」

の割合が最も高く、次いで、「企業や事業主が障害者雇用について理解し、積極的に雇用す

ること」、「仕事をしやすく支援する人（ジョブコーチ）や職場での相談支援があること」

などとなっています。 

 

今後働くとした場合に必要なこと 

 

  

5人, 17.9%

10人, 35.7%

2人, 7.1%

5人, 17.9%

6人, 21.4%

0.0% 20.0% 40.0%

1 同級生と話しにくい、輪に入りにく

い、いじめられる

2 教えてもらっていることがむずかし

く、ついていけない

3 園の先生や同級生に障害のことを

わかってもらえない

4 友達が少ない

5 その他
(N=15)

61人, 51.3%

10人, 8.4%

29人, 24.4%

23人, 19.3%

33人, 27.7%

58人, 48.7%

18人, 15.1%

50人, 42.0%

29人, 24.4%

12人, 10.1%

4人, 3.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

1 住まいの近くに職場がある

2 自分の住まいの中で働ける

3 健康状態に合わせた働き方ができる

4 就労の斡旋など相談場所が整っている

5 仕事に就くための技術訓練を受けられる

6 企業や事業主が障害者雇用を積極的に雇用する

7 同じ障害者（仲間）と一緒に働ける

8 ジョブコーチや職場での相談支援がある

9 就職後の生活面の支援

10 就職に失敗した場合、施設など戻る場所がある

11 その他(N=119)
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26人

59人

45人

3人

8人

0人

0人

7人

0人

3人

1人

6人

0人

27人

9人

18人

10人

1人

0人

0人

11人

47人

32人

6人

26人

2人

7人

21人

19人

10人

6人

19人

21人

33人

10人

14人

18人

15人

6人

18人

0人 10人 20人 30人 40人 50人 60人 70人

①児童発達支援

②放課後等デイサービス

③保育所等訪問支援

④居宅介護、重度訪問介護、訪問入浴

⑤同行援護、行動援護、移動支援

⑥療養介護

⑦生活介護

⑧機能訓練、生活訓練

⑨就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型

⑩障害児入所支援

⑪施設入所支援

⑫短期入所

⑬グループホーム、地域移行支援、地域定着

支援

⑭障害児相談支援

⑮自立支援医療

⑯補装具費支給、日常生活用具給付

⑰日中一時支援

⑱地域活動支援センター

⑲手話通訳、要約筆記

⑳成年後見制度

利用している

今後利用したい

(各項目 N=128)

⑥障害福祉サービス等の利用について 

障害福祉サービスの利用状況と今後の利用意向をみると、利用が比較的多いのは、「放課

後等デイサービス」「保育所等訪問支援」「障害児相談支援」などとなっています。 

また、現状の利用に対して今後の利用意向が増えるのは、「同行援護、行動援護、移動支

援」「機能訓練、生活訓練」「就労移行支援、就労継続支援Ａ型・Ｂ型」「短期入所」「グルー

プホーム、地域移行支援、地域定着支援」「地域活動支援センター」「成年後見制度」など

となっています。 

障害福祉サービス等の利用 
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（２） アンケート調査の結果から見える主な課題 

【課題】 

 日常生活における様々な場面において、何らかの介助が必要とされており、バリアフ

リーや障害者本人の日常生活を送るための訓練が望まれます。 

 障害児が地域で生活するための支援として、経済的負担の軽減が第１に望まれていま

す。また、身体障害児では、移動等に関する項目、知的障害児では家族や地域の理解

が望まれています。このため、バリアフリー等の整備、家族や地域の理解について

は、障害者差別解消法の周知徹底等が必要です。 

 就学においては、「教えてもらっていることが難しくついていけない」が、高い割合

を示しており、障害児の教育について、わかりやすさを重視した取り組みが望まれま

す。 

 今後の就労については、「住まいの近隣に職場がある」「企業等が障害者を積極的に雇

用する」「ジョブコーチや職場での相談支援がある」があがっており、就労先の選択

肢の拡大、就労後のフォロー、企業等の障害者に対する理解の促進が望まれます。 
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４. グループインタビューの主な結果と課題 
 

（１） グループインタビューの主な結果 

項  目 内    容 

サービスの利用 視覚 
・ ６５歳以上になると介護保険が優先となり、不安である。介護保

険と障害福祉サービスとの関係が分からない。 

知的 
・ 福祉サービスは利用したいが、どのようなサービスが適している

のか、利用できるのかわからない。 

重心 

・ 看護師不足もあると思うが、医療的ケアの必要な子どもを預かっ

ている施設がない。 

・ 短期入所（ショートステイ）の施設がないことで、児童も大人も

困っている。遠方に行くのに本人も移動が負担である。 

・ 高等部卒業後の居場所がない。住み慣れた地域で生活したい。 

児童 

・ 放課後等デイサービスを利用したいと思ったが、親の仕事との関

係で利用できない。ニーズに合っていないのではないか、時間を

延長してほしい。 

就労支援 

（一般就労） 

発達 ・ 障害者就労を受け入れる企業等が非常に少ない。また、それらに

行ってもほとんどが門前払いである。 

・ 仕事をするまでに訓練ができるところや就労の準備期間がほし

い。 

・ 発達障害児は、見た目ではわからないので、就労の現場で理解さ

れないことがある。 

精神 ・ 体調に合った仕事、障害への理解があればと思う。 

就労支援 

（福祉的就労） 

発達 ・ 就労継続支援Ａ型で仕事をしているが、少しでも仕事ができるよ

うになると一般就労に行かされるのではないかという不安が常

にある。 

精神 ・ グループ就労で、４人一緒に仕事に入ったが、自分以外に３人い

ることで、仕事に励みになるとともに、悩みも共有できるなど、

就労への良い方法だと思っている。 

グループホーム 精神 ・ 精神障害者だけのグループホームがあればよい。 

日常生活支援
（補装具、周囲の

理解等を含む） 
肢体 ・ 耐用年数になれば新しい補装具にしてほしい。 

視覚 

・ 日常生活用具は６年間であるが、４年で故障したときは自分で買

い替えているが、その期間はどうにもならないのか。 

・ ペンシル型の録音機器が他市では日常生活用具に認められてい

るようであり、豊岡市でも認めてほしい。 

・ 行政からの案内等では、封筒に発信元や内容（題名）を点字表記

してほしい。 

・ 視覚障害者がパソコンを使うのは便利でよいが、ソフトが５年で

更新なので、古いものになっている。 

聴覚 

・ 手話は言語であり、公的施設では誰でも手話でコミュニケーショ

ンできるようにならないか。また、そのためには、学校教育での

取り組みが必要ではないか。 

・ 手話通訳者派遣制度の通訳者の派遣要綱を改正してほしい。冠婚

葬祭に通訳者を派遣してもらえるが、制限があって利用しにく

い。 

・ 聴覚障害者へのサポートとして、手話通訳、要約筆記など選択肢

が多い方が良い。 
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項  目 内    容 

日常生活支援

（補装具、周囲の

理解等を含む） 

知的 
・ グループホームができるというと、地域の住民が、不安を持つこ

とがあるので、地域の人に理解をしてもらいたい。 

発達 

・ 発達障害では、こだわりが強い、やり方を柔軟に変えられないな

ど特徴があって、普通の人には当たり前にできることができない

ことを理解してもらえない。 

精神 

・ お金の管理が苦手で、常に悩んでいる。 

・ 精神障害に対する正しい理解をしてもらうように、広報などを

しっかり出してほしい。 

重心 
・ 生まれてすぐに障害がわかったが、どこに相談すればよいか紹介

してもらえなかった。生まれてすぐに情報がほしい。 

児童 

・ 障害福祉サービスにどのようなものがあるのかがわかっていな

いが、それをどうすれば知ることができるのかわからない。 

・ 障害福祉サービスの内容などの情報がどこに行けばもらえるの

かわからない。 

移動支援 視覚 ・ タクシー券について、１回で複数枚使えるようにしてほしい。 

知的 ・ 移動支援は、利用時間に制約があり、なかなか使えない。 

発達支援 

発達 

・ 発達障害者の就労では、仕事内容のもう少し丁寧な説明書やマ

ニュアル等があれば、継続できるのではないか。 

・ 療育は子ども対象であるが、発達障害とわかったのがある程度、

大きくなってからの場合、そのような人にも療育の機会がほし

い。療育を受けていないので、生活の基本的なことなどがわかっ

ていない。 

 

（２） グループインタビューの結果からみえる主な課題 

【課題】 

 障害者に対するサービスについて長期に渡って希望している項目については、その解

決が強く望まれています。（肢体障害・内部障害者、視覚障害者） 

 障害者が６５歳以上になっても、障害福祉サービスの継続利用が強く望まれていま

す。（視覚障害者） 

 障害福祉サービスを利用したいが、どのようなサービスがあるのかわからない場合が

あり、障害福祉サービスの内容や利用方法等に関する的確で公平な情報提供が望まれ

ています。 

 身体障害者では、移動が車となるため駐車場の円滑な利用が望まれています。視覚障

害者では、移動に必要なタクシー券の利用方法の拡大が望まれています。 

 発達障害者では、就労において、外見等では障害がわかりにくいこともあり、就労内

容や雇用者、現場の従業者の対応に厳しいものがあり、周知も含めて障害者への対応

に関する周知等を望まれています。 

 精神障害者では、精神障害についての正しい理解が地域や市民、企業、学校等あらゆ

る場所で望まれています。 

 重症心身障害者では、介助は２４時間体制で行っており、受け入れ施設や介助者のケ

ア等を望まれています。 
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５. 自立支援協議会からの意見 
 

豊岡市障害者自立支援協議会からは、次のような意見が出ています。 

 

（１）福祉施設の入所者の地域生活への移行 

 入所施設からの地域移行支援の実績がゼロである。相談支援専門員が不足している。 

 施設からそのまま単身生活へ移行することが難しい場合は、共同生活援助（以下、グ

ループホーム）で日常生活に関することを練習し、その後単身生活に移るという段階

を踏むことも有効であるが、グループホームの空室がほとんどない状況である。 

 安定した地域生活を送るために、ヘルパー支援が担う役割は大変大きい。しかし、ヘ

ルパー不足のため、利用者の希望があっても十分に利用ができない現状があり、さら

に新たなニーズに応えることがとても困難になってきている。 

 障害特性を理解したヘルパーが不足している。重度心身障害者（児）を地域で支える

ために、医療的ケア（喀痰吸引、経管栄養など）ができるヘルパーの増員、生活介護

事業所の看護体制を整える必要がある。 

 成年後見制度を必要としている方が、制度を利用できていない。 

 

（２）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 精神科病院の長期入院患者の地域移行支援や、グループホームからアパート生活への

移行等において、居住支援は地域生活支援の要となるが、入居前の連帯保証や貸主の

障害者に対する理解の問題、また、入居後も安定した生活を送るための支援が必要な

場合も多い。 

 現在、豊岡市では「居住サポート事業」を１事業所が担っていることになっている

が、位置づけは曖昧であり、支援を必要としている市内の障害者に対応するものとは

なっていない。 

 

（３）福祉施設から一般就労への移行等 

 一般企業への就労を目指す障害者が、社会的なマナーやルールを学んだり、生活能力

を高めたりできるなど、就労準備性を高める支援を受けられる事業所が少ない。 

 就労支援事業所は「移行」「A 型」「B 型」とその機能により分類されているが、通所

距離や事業所の特色等を考えると、その人のニーズに合う利用可能な事業所は選択肢

が非常に限られているのが現状である。 

 障害者雇用に対しての不安が大きいため、雇用に踏み出せない企業がある。 

 

（４）障害児支援の提供体制の整備等 

 環境の変化、人的変化に対応できず、戸惑う児童が多い。サービス提供事業所で安定

して過ごせていても、場所が変わると落ち着きがなくなってしまうなど、関わりの統

一が図れていない。 
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 集団に馴染みにくい児童が福祉サービス利用へ流れていくため、専門性の高い支援が

必要な児童や障害特性の強い児童の受け入れが、難しくなってきており、支援者視点

で集団に適応できるか否かで、過ごす場所が決められてしまう。 

 育児の不安を感じる保護者は、周りに相談できず孤立しがちである。 

 新生児（重心）の方が NICU から在宅へ戻るにあたり、小児の訪問看護を受けている

事業所も少ない等、家族を支える仕組みが乏しいため、その後地域で生活する中で本

人・家族が孤立しがちになり、十分な支援を受けることが出来ていない状況である。 

 重度訪問介護を行う事業所が市内には３ヶ所しかなく、対応できるヘルパーが少な

い。 

 重度心身障害の方の日中活動の場が少なく、希望しても利用できない場合が多くあ

る。 

 家族の事情で介護できない時や家族のレスパイトのために短期入所が望まれるが、宿

泊可能な医療型短期入所施設がなく、ニーズに応えられる状況になく、家族に大きな

負担がかかっている。 
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６. 第５期障害福祉計画及び第 1 期障害児福祉計画策定にあたっての課題 
 

平成 28 年 4 月の「障害者差別解消法」をはじめ、5 月に「成年後見制度利用促進法」、

8 月に「改正発達障害者支援法」が施行されたことや、平成 30 年 4 月に「改正障害者総

合支援法」及び「改正児童福祉法」の施行が予定されていることなど、近年及び今後の制

度改革の動向等を踏まえた計画とすることが重要となっています。 

第５期障害福祉計画及び第 1 期障害児福祉計画の策定にあたっては、このように障害者、

障害児を取り巻く環境の大きな変化に加えて、障害者、障害児やその家族等を対象とした

グループインタビュー、障害児を対象としたアンケート調査結果、自立支援協議会からの

意見を踏まえて次のような課題に留意して施策の推進を図ります。 

 

 

（１） 障害者の重度化・高齢化等に対応するための地域生活支援拠点等の整備 

 

障害者の重度化・高齢化への対応や地域移行の推進のためには、地域における障害福祉サー

ビス事業所や医療機関との連携が必要であり、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提

供体制の整備が求められています。 

 

（２） 障害者の経済的、精神的自立を促進するための就労支援及び就労定着支援の充

実 

 

障害者が日々の生活を営み、親亡き後も安心して過ごせる生活を実現するためには、地

域で働くことを通して、社会と多様な関わりを持ち、日常生活を支える基盤としての経済

的、精神的な自立につながる支援が必要です。就労するまでの訓練を行う場である障害福

祉サービス事業所における支援の充実や障害のある人一人ひとりの個性と能力を尊重し、

その人にあった仕事や職場環境の改善を行うことなどが求められています。 

また、ハローワークや但馬障害者就業・生活支援センターなど関係機関と連携を図り、

一般企業への就労へつながった方が職場で長く働き続けられるよう職場への定着に向けた

支援が重要となっています。 

平成 28 年の改正障害者雇用促進法の施行により、事業主には「合理的配慮」への対応

が求められています。行政機関が率先して障害者雇用に努めるとともに、より多くの障害

者が地域で働くことができるように、市内企業への理解促進の啓発活動に取り組むことが

課題となっています。 

 

（３） 障害者が地域で安心して暮らせるための地域・市民・事業者の理解の促進 

 

障害者の日常生活や社会活動を支えるためには、周囲の理解と協力が欠かせません。家

族をはじめ地域の方々に、障害の特性について理解を深める学習や啓発活動を実施するほ

か、障害がある人もない人も、ともに生きる仲間としてお互いが理解し合えるように、相
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互の交流を深める場を持つこと等が求められています。共生社会の実現をめざして、こう

した取り組みの充実を図ることが重要です。 

 

（４） 自立した生活を実現するための相談体制の質的向上 

 

障害者やその家族が抱える様々な課題やニーズを丁寧に聞き取り、最も適切なサービス

利用につなげるためには、相談支援体制の質的向上を図っていくことが必要とされていま

す。 

また、「豊岡市障害者基幹相談支援センター」は、地域における相談支援の拠点として、

さらなる機能の発揮、充実が求められています。 

 

（５） 障害福祉に関する専門的人材の育成と知識・経験が豊富な人材の確保 

 

障害者の多様な状態やニーズを的確に判断し、対応するためには、専門的な知識や経験

のある人材の確保と育成が欠かせません。障害福祉サービス事業者の質的な向上を支える

ためにも、研修受講や研修情報の積極的な提供が求められます。 

 

（６） 精神障害者の地域生活移行の促進とそのための保健、医療、福祉の連携及び情

報の共有による体制整備 

 

精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築をめざすことが重要となっています。

地域生活への移行促進にあたっては、住まいの確保が適切に行えるように、公営住宅や民

間の賃貸住宅への入居に必要な調整等に係る支援の取組みが求められています。 

 

（７） 障害者の日常生活を支える福祉サービスの提供の確保 

 

障害者が住み慣れた地域で自立して暮らし続けるために、障害者の日常生活を支え、社

会的な活動を支援することが求められています。障害福祉サービスの中でも訪問系サービ

スである「居宅介護」「重度訪問介護」「同行援護」などの利用による、自立した生活を送

る支援を充実することが課題となっています。 

また、障害者や介護者が、必要とするサービスや情報をいつでも手に入れることができ

る環境を整える必要があります。 

医療的ケアを必要とする重度の障害児・者の短期入所は、公立豊岡病院において受け入

れを行っていますが、ニーズに応じた利用ができないとの指摘もあり、今後、サービスの

充実に向けてより一層受入拡大を図っていくことが課題となっています。 

さらに、在宅での日常生活を支える医療サービスとして訪問看護のニーズも高まってお

り、福祉と医療の連携強化に向けて取り組みを進めていく必要があります。 
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（８） 障害児や介助者（親）のニーズに対応した放課後等デイサービスなど障害児福

祉サービスの充実 

 

障害の早期対応や教育との連携を果たす上で、児童発達支援や放課後等デイサービスな

どの障害児福祉サービスは、重要な位置づけを担っており、障害児の就学前から就学後、

卒業後の進路まで一貫した切れ目のない支援を行う必要があります。 

また、ニーズの多様化に対応した様々なサービス提供を行う必要があります。 
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第３章 第５期障害福祉計画 
 

１. 障害福祉計画の基本方針 
第５期障害福祉計画の基本方針は、次の５つとし、障害者の支援体制の充実に向けた取

組みを展開していきます。 

 

①訪問系サービス及び日中活動系サービスの保障 

②グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備 

③福祉施設から一般就労への移行等の推進 

④相談支援体制の構築 

⑤地域生活への移行や地域定着のための支援体制の構築た。 

 

２. 障害福祉計画の成果目標 
入所施設に入所する障害者の地域生活への移行及び定着や福祉施設利用者の一般就労及

び就労定着に向けた取組を進めるため、本市の実情を勘案し、平成 32 年度(2020 年度)

末を目標年度とする数値目標を新たに設定しました。 

 

（１） 施設入所者の地域生活への移行 

①施設入所者の地域移行 

本市においては、国・県の基準に沿った目標設定とし、平成 28 年度末時点の施設入所

者数の９％が平成 32 年度末までに地域生活へ移行することを目標として設定します。 

 

■施設入所者数の地域移行者数に関する目標 

平成28(2106)年度末まで

の地域移行者数 

平成 28 年度(2016 年

度)末の施設入所者数 

 第５期計画(平成32年度

末)の地域移行者数の目

標値 

６人 １１８人 １１人 

 

②施設入所者の削減 

本市においては、国・県基準に沿った目標設定とし、平成 28 年度末時点の施設入所者

から４％削減することを目標として設定します。 

 

■施設入所者数の削減に関する目標 

平成 28 年度(2016 年度)末

の施設入所者数 

平成 28 年度(2016 年

度)末までの削減数 

 第５期計画(平成 32 年度

末)の施設入所者数の削

減数目標値 

１１８人 ８人 ５人 
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（２） 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

本市においても、国の基本指針の「市町村ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の

場の設置」を踏まえ、平成 32 年度末までに、協議の場を設けることを目標として設定し

ます。 

 

（３） 地域生活支援拠点等の整備に向けた取組み 

本市においては、「常時の連絡体制を確保し、緊急の事態に対応する相談体制」や「一人

暮らし、グループホームへの入居等の体験の機会及び場の提供」、「短期入所を活用した緊

急時の受入対応体制の確保」、「専門的人材の確保・養成」、「地域の様々なニーズに対応で

きるサービス提供体制の確保及び地域の社会資源の連携体制の構築」の 5 つの機能が求め

られる地域生活支援拠点を平成 32 年度末までに整備することを目標とします。 

 

（４） 福祉施設から一般就労への移行者数 

①福祉施設から一般就労への移行 

本市では、国の基本指針を踏まえ、平成 32 年度(2020 年度)末までに就労移行支援事

業等を通じて一般就労に移行する者を、平成 28 年度の一般就労への移行実績の１．５倍

とすることを目標として設定します。 

 

■福祉施設から一般就労への移行実績と目標値 

平成 28 年度(2016 年度)末

の移行者数 

 第５期計画(平成 32 年度

(2020 年度)末)の一般就

労への移行者数目標値 

１６人 ２４人 

 

②就労移行支援事業の利用者 

本市では、国の基本指針を踏まえ、平成 32 年度(2020 年度)末における就労移行支援

事業の利用者数を、平成 28 年度末における利用者数の２割とすることを目標として設定

します。 

 

■就労移行支援事業の利用者目標値 

平成 28 年度 (2016 年度)

末就労移行支援事業利用

者数 

 第５期計画(平成 32 年度末

(2020 年度))の就労移行支援

事業の利用者数の目標値 

９人 １１人 

 

③就労移行支援事業所ごとの就労移行率 

【目標値設定の考え方】 

国の基本指針を踏まえ、平成 32 年度(2020 年度)末までに、就労移行支援事業所のう

ち就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割とすることを目標として設定します。 
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④就労定着支援による職場定着率 

国の基本指針を踏まえ、各年度における就労定着支援事業による支援を開始した時点か

ら 1 年後の職場定着率を８０％とすることを目標として設定します。 
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３. 障害福祉サービス等の見込量と確保のための方策 
 

見込量は、平成 27 年度から平成 29 年度までの３か年の障害福祉サービスの伸び率を

基本としましたが、３か年の中で急激な増減がみられるサービスや絶対数が極端に少ない

場合等は、個々の状況を考慮しました。 

確保のための方策は、障害福祉サービスを提供できる体制や見込量を確保するための取

り組みを示しています。 

 

（１） 訪問系サービス 

 

サービス名 サービス内容 

居宅介護 自宅において、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事

の援助を行います。 

重度訪問介護 常時介護を必要とする重度の肢体不自由者その他障害者に、自宅での入

浴・排せつ・食事等の介護や外出時の移動中の介護を総合的に行います。 

同行援護 視覚障害により移動が困難な方に外出時の移動の補助及び外出先におい

て必要な視覚的情報の支援（代筆・代読を含む）を行います。 

行動援護 知的又は精神障害により行動上著しい困難を有し、常時介護を必要とする

重度障害者に対し、行動上の危険を回避するために必要な援護や外出時の移

動中の介護等を行います。 

重度障害者等包

括支援 

常時介護を必要とする障害者で、介護の必要の程度が著しく高い場合に、

居宅介護をはじめとする福祉サービスを包括的に行います。 

 

サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

居宅介護 
人 122 123 124 

時間 1,300 1,310 1,321 

重度訪問介護 
人 9 9 9 

時間 932 932 932 

同行援護 
人 20 21 22 

時間 159 167 175 

行動援護 
人 13 13 13 

時間 239 239 239 

重度障害者等包括支援 
人 0 0 0 

時間 0 0 0 

※数値、上段は１か月当たりの利用人員、下段は「月間の利用人員」×「１人当たりの月平均利用時間」 

 

【見込量設定の考え方】 

 居宅介護では、平成 28 年度の支給決定者 124 人を平成 32 年度の目標とし、ニーズ

に対応できるよう計画値を上げています。平成 30 年度以降の利用時間の計画値は、平

成 28 年度の利用時間÷利用人数により、一人当たりの利用時間を基に設定しました。 
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 重度訪問介護では、平成 28 年度の支給決定者数が 9 人であるため、9 人を確保する

ための設定としました。総利用時間は、平成 27～29 年度の実績から回帰式により算

出しています。 

 同行援護では、平成 28 年度の支給決定者数 22 人を平成 32 年度の目標とし、ニーズ

に対応できるよう計画値を上げています。平成 30 年度以降の総利用時間の計画値は、

平成 28 年度の利用時間÷利用人数により、一人あたりの利用時間を基に設定しまし

た。 

 行動援護では、平成 28、29 年度の支給決定者数が 13 人あり、13 人を確保するよう

設定ました。利用時間は、平成 27～29 年度の実績から回帰式により算出しています。 

 

【見込量確保のための方策】 

 ヘルパーの確保、養成の方策を検討し、サービス供給体制の充実を図ります。 

 日常生活を支える医療サービスとして訪問看護のニーズも高まっており、福祉と医療の

連携の強化に向けて取り組みを進めます。 

 重度障害者等包括支援は、現在提供されていませんが、ニーズの動向があれば、サービ

ス提供体制の整備を検討します。 
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（２） 日中活動系サービス 

 

サービス種別 サービス内容 

生活介護 

常時介護が必要な障害者で、障害程度区分３（あわせて施設入所支援を利

用する場合は区分４）以上、または年齢が 50 歳以上で、障害程度区分２

（あわせて施設入所支援を利用する場合は区分３）以上の場合対象となりま

す。 

事業所において、食事・入浴・排せつ等の日常生活上の支援や、生産活動

や創作的活動の機会の提供等のサービスを行います。 

療養介護 

医療を要する障害者で常時介護を要する方が対象となります。 

主に昼間、病院その他施設等で行われる機能訓練、療養上の管理、医学的

管理下での介護や日常生活上のサービスを行います。 

自立訓練 

（機能訓練） 

身体障害者を対象として、自立した日常生活や社会生活を営むことができ

るよう、事業所への通所、利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、理学療

法、作業療法その他必要なリハビリテーション、生活等に関する相談等の支

援を行います。 

自立訓練 

（生活訓練） 

知的・精神障害者を対象として、自立した日常生活や社会生活を営むこと

ができるよう、事業所への通所、利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、

入浴・排せつ・食事に必要な訓練、生活等に関する相談等の支援を行います。 

就労移行支援 

一般就労等を希望し、企業等への雇用または在宅就労等が見込まれる障害

者が対象となります。 

事業所における作業や、企業における実習、適性に合った職場探しや就労

後の職場定着のための支援等、就労後における職場定着のために必要な訓

練、指導等のサービスを行います。 

就 労 継 続 支 援

（Ａ型） 

一般の事業所に雇用されることが困難な場合に、事業所内において雇用契

約に基づく就労が可能な障害者が対象となります。 

一般就労に向け必要な知識や能力の向上のために必要な指導や訓練等の

サービスを行います。 

就 労 継 続 支 援

（Ｂ型） 

企業等や就労継続支援（Ａ型）での就労経験があって、年齢や体力の面で

雇用されることが困難となった障害者や、就労移行支援事業を利用したが企

業等や就労継続支援（Ａ型）の雇用に結び付かなかった障害者が対象となり

ます。 

雇用契約は締結せず、就労の機会や生産活動の場、就労への移行に向けた

支援等のサービスを行います。 

就労定着支援 

単身等で生活する障害のある方に対し、常に連絡がとれる体制を確保し、

緊急に支援が必要な事態が生じた際に、緊急訪問や相談などの必要な支援を

行います。 

療養介護 

医療を要する障害者で常時介護を要する方が対象となります。 

主に昼間、病院その他施設等で行われる機能訓練、療養上の管理、医学的

管理下での介護や日常生活上のサービスを行います。 

短期入所 介護者が病気の場合等の理由により、障害者支援施設等へ短期間の入所が

必要な方を対象に入浴・排せつ・食事等の介護等のサービスを行います。 
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サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

生活介護 
人 212 212 212 

人日 4221 4221 4221 

自立訓練（機能訓練） 
人 2 2 2 

人日 26 26 26 

自立訓練（生活訓練） 
人 5 6 6 

人日 79 95 95 

就労移行支援 
人 11 11 11 

人日 122 122 122 

就労継続支援（Ａ型） 
人 26 31 36 

人日 378 440 502 

就労継続支援（Ｂ型） 
人 252 255 258 

人日 4468 4657 4846 

就労定着支援 人 7 8 9 

療養介護 人 18 18 18 

福祉型短期入所 
人 72 72 72 

人日 343 343 343 

医療型短期入所 
人 10 18 18 

人日 17 25 25 

※数値、上段は１か月当たりの利用人員、下段は「月間の利用人員」×「１人当たりの月平均利用日数」 

 

【見込量設定の考え方】 

 生活介護では、実績は減少傾向にありますが、最新年平成 29 年度の値を確保すること

で計画値を設定しています。 

 自立訓練（生活訓練）では、事業所廃止により利用が減っていますが、アンケートから

も自立訓練のサービスの充実が求められており、一定量を確保する設定としました。 

 就労移行支援では、２事業所の定員 12 人に対し、平成 29 年度の実績が 11 人である

ことから、平成 30 年度以降の計画値としては 11 人を確保するよう設定しています。 

 就労継続支援（A 型）では、４事業所で定員 40 人となっており、その９割の 36 人を

平成 32 年度の目標値として設定しています。延利用人数は、平成 27～29 年度の実

績から回帰式により算出しています。 

 就労継続支援（B 型）では、平成 27～29 年度の実績からニーズの高さが伺えるため、

計画値も順次増加しています。延利用人数は、平成 27～29 年度の実績から回帰式に

より算出しています。 

 就労定着支援では、平成 28 年度に福祉施設から一般就労した 16 人の 8 割の半数で

ある 7 人を基準とし、人数を増やすことで設定しています。 
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 療養介護では、利用実績は減少しているものの、過去３年間では計画値を上回っている

ことから、最新の平成 29 年度実績は確保するための設定としました。 

 短期入所では、豊岡病院において現在平日の昼間だけの利用となっているが、平成

30 年度に協議を行い、平成 31・32 年度と週末利用できるよう人数を増やすことで

設定しています。 

 

【見込量確保のための方策】 

 利用者が住み慣れた地域で安心して生活や活動ができるように、各地域の状況を把握し、

サービスの向上に努めます。 

 生活介護では、医療的ケアが必要な方が安心して日常生活が送れるサービス提供体制の

確保について、検討を進めます。 

 就労支援、就労継続支援では、公共機関においては、障害者の雇用の確保の観点から、

契約業務での優先発注を行い、福祉的就労の充実を支援します。また、授産商品の購入

の働きかけを推進していきます。 

 医療的ケアを必要とする重度の障害児・者の医療型短期入所については、公立豊岡病

院と協力し、週末の利用に向けて、より一層連携を図っていきます。 

 

 

（３） 居住系サービス 

 

サービス種別 サービス内容 

自立生活援助 障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する

知的障害者や精神障害者等について、本人の意思を尊重した地域生活を支援

するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や随時の対応により、障

害者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を

行うサービスです。 

共 同 生 活 援 助

（グループホー

ム） 

共同生活を営む住居において、家事等の日常生活上の支援、日常生活にお

ける相談支援や関係機関との連絡調整等必要なサービスを行います。（共同

生活援助は訓練等給付に含まれます。） 

施設入所支援 生活介護または自立訓練、就労移行支援の対象者に対し、日中活動とあわ

せて夜間等における入浴・排せつ・食事等の介護等、障害者支援施設におい

て必要な介護、支援等を行います。 

 

サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

自立生活援助 人 4 4 4 

共同生活援助・共同生活介護 人 104 109 114 

施設入所支援 人 115 114 113 

※数値は１か月当たりの利用人員 

 

【見込量設定の考え方】 

 自立生活援助では、地域移行支援の利用人数を基準に設定しました。 
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 共同生活援助では、グループホームの利用ニーズは高く、今後も増加傾向にあり、1 施

設あたり定員 5 名と想定し、5 名ずつ増加させました。 

 施設入所支援では、平成 28 年度施設入所者の 4％減が 113 人であるため、平成 32

年度の 113 人を見据えて、平成 30 年度から 1 人ずつ減少させていくことで設定しま

した。 

 

【見込量確保のための方策】 

 共同生活援助では、グループホームが単身生活へ移行するための中間施設として機能す

るよう、各グループホームを運営する事業所や相談支援専門員をはじめ、関係者がグ

ループホームの役割について共通認識を図っていきます。 

 共同生活援助及び施設入所支援におけるサービスの提供状況を把握し、利用者や家族へ

の情報提供を行います。 

 

 

（４） 相談支援 

 

事業名 事業内容 

計 画 相 談 支 援

（サービス等利

用計画作成） 

障害福祉サービスの利用者に対し、指定特定相談支援事業者がサービス等

利用計画を作成し、障害福祉サービス事業者や関係機関との連絡調整を行

い、サービスが計画に基づいて適正に提供されているかモニタリングを行い

ます。 

地域移行支援 障害者支援施設等に入所している方または精神科病院に入院している方

に対して、住居の確保や地域生活に移行するための活動に関する相談、外出

時の同行、障害福祉サービスの体験的な利用支援等必要な支援を行います。 

地域定着支援 単身等で生活する障害のある方に対し、常に連絡がとれる体制を確保し、

緊急に支援が必要な事態が生じた際に、緊急訪問や相談等の必要な支援を行

います。 

 

サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

計画相談支援 人 128 136 145 

地域移行支援 人 4 4 4 

地域定着支援 人 17 21 25 

※計画相談支援は１か月当たりの利用人員（モニタリング含む） 

※地域移行支援、地域定着支援は１年間の利用人員 

 

【見込量設定の考え方】 

 計画相談支援では、計画相談支援の実績値が増加しており、今後も増加が見込まれるこ

とから計画値を設定しています。 

 地域移行支援では、長期入院からの地域移行は減少していることから、平成 29 年度の
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数値を計画値として設定しています。 

 地域定着支援では、地域移行支援の利用者に合わせ、平成 30 年度以降の見込みを加味

し、設定しています。 

 

【見込量確保のための方策】 

 当事者や家族などが気軽に相談できるように、情報の発信や啓発に努めます。 

 豊岡市障害者自立支援協議会を活用し、相談支援専門員の連携を強化し、事業の効率化

や担い手の確保、相談員のスキルアップに努めます。 

 障害者の相談支援事業所のみならず、高齢者の相談窓口である地域包括支援センターや

生活困窮者自立支援対策に基づく総合相談・生活支援センター等各分野の相談機関とも

連携し、様々な複合的な課題を抱えるケースの把握やその対応を推進するなど、総合的

な相談体制の充実に努めます。 

 兵庫県豊岡健康福祉事務所が開催する精神障害者地域移行・地域定着戦略会議の取り組

みに歩調を合わせ、地域移行支援・地域定着支援の対象者を把握し、適切なサービス提

供に努めます。 
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４. 地域生活支援事業の必要量の見込みと確保の方策 
 

（１） 理解促進研修・啓発事業 

 

事業名 事業内容 

理解促進研修・

啓発事業 

障害のある人が日常生活及び社会生活をおくるうえで生じる社会的障壁

をなくすため、地域住民を対象とした障害や障害のある人に対する理解を深

めるための研修会やイベントの開催、啓発活動等を行う事業です。 

 

事業名 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

理解促進研修・啓発事業 実施の有無 有 有 有 

 

【見込量確保のための方策】 

 一般市民を対象とした講演会や学習会の開催のほか、市内事業所への理解促進のために

出前講座の案内などを実施します。 

 広報紙による啓発活動を行います。 

 

（２） 自発的活動支援事業 

 

事業名 事業内容 

自発的活動支援

事業 

障害のある人やその家族等による交流活動やボランティア等の社会活動、

障害のある人も含めた地域における災害対策活動や日常的な見守り活動、こ

れらの活動に関わるボランティアの養成等、地域において自発的に行われる

活動を支援するものです。 

 

事業名 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

自発的活動支援事業 実施の有無 有 有 有 

 

【見込量確保のための方策】 

 障害者や障害のある児童およびその家族がお互いに悩みを共有し、負担軽減に繋がるよ

う、効果的な支援方法を検討します。 
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（３） 相談支援事業 

 

事業名 事業内容 

障害者相談支援

事業 

障害者からの相談に応じ、必要な情報の提供、障害福祉サービスの利用支

援等、障害者の権利擁護のために必要な援助を行い、障害者が自立した日常

生活や社会生活を営むことができるように支援します。 

基幹相談支援セ

ンター 

身体・知的・精神障害者の相談を総合的に行うとともに、地域の相談支援

事業所間の連絡調整や関係機関の連携の支援を行います。 

基幹相談支援セ

ンター等機能強

化事業 

基幹相談支援センター等への専門職員の配置、地域の相談支援体制の強

化、地域移行・地域定着の促進の取組を行います。 

住宅入居等支援

事業 

賃貸契約による一般住宅への入居を希望し保証人がいない等の理由によ

り入居が困難な障害者に対し、入居に必要な調整等を行います。 

 

事業名 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

障害者相談支援事業 箇所数 3 3 3 

基幹相談支援センター 実施の有無 有 有 有 

基幹相談支援センター等機

能強化事業 
実施の有無 有 有 有 

住宅入居等支援事業 実施の有無 有 有 有 

 

【見込量確保のための方策】 

 ３つの相談支援事業所の連携を深め、多様な障害の特性に対応できるように充実を図り

ます。 

 地域における相談支援の中核を担う基幹相談支援センターの専門性を高めるため、情報

収集や研修の機会の確保に努めます。 

 障害者の相談支援事業所のみならず、高齢者の相談窓口である地域包括支援センターや

生活困窮者自立支援対策に基づく総合相談・生活支援センター等各分野の相談機関とも

連携し、様々な複合的な課題を抱えるケースの把握やその対応を推進するなど、総合的

な相談体制の充実に努めます。 
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（４） 成年後見制度利用支援事業 

 

事業名 事業内容 

成年後見制度利

用支援事業 

判断能力が不十分な障害者が、本人の意思により成年後見審判（法定後見）

の申立を行う場合、申立に要する費用を助成します。 

成年後見制度法

人後見支援事業 

成年後見制度における後見等の業務を適性に行うことができる法人を確

保できる体制を整備するとともに、市民後見人の活用も含めた法人後見の活

動を支援することで、障害のある人等の権利擁護を図る事業です。 

 

事業名 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

成年後見制度利用支援事業 人 1 1 1 

成年後見制度法人後見支援

事業 
実施の有無 無 無 無 

※数値は年間の利用人数 

 

【見込量確保のための方策】 

 成年後見制度利用支援事業では、地域包括支援センター、豊岡市社会福祉協議会、相談

支援事業と連携し、制度周知に努めます。 

 成年後見制度法人後見支援事業では、法人後見の動きがある場合に、支援のあり方を検

討します。 

 

（５） 意思疎通支援事業 

 

事業名 事業内容 

意思疎通支援事

業 

手話通訳者・要約筆記者の派遣、手話通訳者の設置、手話奉仕員の養成、

点訳・音訳等による支援事業を実施します。 

 

事業名 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

意思疎通

支援事業 

手話通訳者・ 

要約筆記者派遣事業 
人 336 348 360 

手話通訳者設置事業 人 1 1 1 

※数値は年間の延べ利用人数 

 

【見込量確保のための方策】 

 手話通訳者・要約筆記者派遣事業は、公益社団法人兵庫県聴覚障害者協会などと連携し、

講座への参加を促進し、登録者の増員を図ります。 

 派遣制度をより利用しやすくなるよう、制度の見直しを検討します。  
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（６） 日常生活用具給付等事業 

 

事業名 事業内容 

日常生活用具給

付等事業 

在宅で生活している重度の障害のある人の日常生活上の便宜を図るため、

障害の種別や程度に応じて日常生活用具等を給付または貸与する事業です。 

 

種目 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

介護・訓練支援用具 件 4 4 4 

自立生活支援用具 件 4 4 4 

在宅療養等支援用具 件 10 10 10 

情報・意志疎通支援用具 件 12 12 12 

排泄管理支援用具 件 2,004 2,001 1,998 

居宅生活動作補助用具 件 2 2 2 

計 件 2,036 2,033 2,030 

※数値は年間量 

 

【見込み量確保のための方策】 

 福祉のしおりなどを通じて利用者への周知を図ります。 

 

（７） 手話奉仕員養成研修事業 

 

事業名 事業内容 

手話奉仕員養成

研修事業 

手話奉仕員や手話通訳者、要約筆記者の養成を行う事業です。 

 

事業名 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

手話奉仕員養成研修事業 人 10 11 12 

※数値は年間の養成研修修了者数 

 

【見込み量確保のための方策】 

 公益社団法人兵庫県聴覚障害者協会などと連携し、毎年、手話奉仕員養成講座を開催し、

人材育成に努めます。 
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（８） 移動支援事業 

 

事業名 事業内容 

移動支援事業 屋外での移動が困難な障害のある人を対象にガイドヘルパーを派遣し、社

会生活上必要不可欠な外出（通院は除く）や余暇活動等社会参加のための外

出を支援します。 

 

 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

年間の実利用者数 人 53 53 53 

月間の平均利用時間数 時間 2,651 2,651 2,651 

※数値は年間量 

 

【見込み量確保のための方策】 

 市のガイドラインに基づき、適切な利用ができるように、丁寧な情報提供に努めます。 

 

（９） 地域活動支援センター 

 

事業名 事業内容 

地域活動支援セ

ンター 

地域で生活する障害のある人の日中活動の場として、利用者の状況に応

じて創作的活動や生産活動の機会を提供したり、日常生活の支援やさまざま

な相談への対応、地域の関係機関・団体との連携・協力による各種の交流活

動への参加支援等の支援事業です。 

 

サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

Ⅰ型 
実利用者数 人 25 25 25 

箇所数 箇所 1 1 1 

Ⅲ型 
実利用者数 人 75 85 94 

箇所 箇所 9 9 9 

※数値は年間量 

 

【見込み量確保のための方策】 

 障害者が日常生活をより豊かに過ごせるように、センター間の横の連携を図り、一人ひ

とりに応じた活動内容のレベルアップに努めます。 
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（１０）その他の事業・任意事業 

 

事業名 事業内容 

訪問入浴サービ

ス事業 

在宅で生活している重度の身体障害のある人で、その住居の浴槽では家族

やヘルパーの介助をもっても入浴が困難な人を対象に、入浴車で居宅を訪問

し浴槽を居室に搬入して行う「訪問入浴サービス」や、訪問入浴サービスで

の対応も難しい人を対象に特殊浴槽のある施設で行う「施設入浴サービス」

を行う事業です。 

日中一時支援事

業 

障害のある中学生・高校生の放課後における活動の場や障害のある人の日

中における活動の場を確保するとともに、家族の就労支援や一時的な休息を

図るために、市内の障害者福祉施設で、日中における見守りや社会に適応す

るための日常的な訓練等必要な支援を行う事業です。 

 

サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

訪問入浴サービス

事業 
月平均利用者数 人 4 4 4 

更生訓練費 

給付事業 
月平均利用者数 人 2 2 2 

生活訓練等事業 利用者延人数 人 15 15 15 

日中一時支援事業 月平均利用者数 人 17 17 17 

レクリエーション

活動等支援事業 
利用者延人数 人 1,190  1,190  1,190  

点字・声の広報等

発行事業 
利用者実人数 人 55 55 55 

自動車運転免許取

得・改造助成事業 
利用者延人数 人 2 2 2 

※数値は年間量 

 

【見込み量確保のための方策】 

 日中一時支援では、障害者の日中活動の場を確保し、家族の就労支援や一時的な休息の

ために利用できるよう、サービス提供事業者の育成と確保に努めます。 
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第４章 第 1 期障害児福祉計画 
 

１. 障害児福祉計画の基本方針 
第１期障害児福祉計画の基本方針は、次の４つとし、障害児の療育体制の充実に向

けた取組みを展開していきます。 

 

① 地域支援体制の構築 

② 地域社会への参加・包摂の推進 

③ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

④ 障害児相談支援の提供体制の確保 

 

２. 障害児福祉計画の成果目標 
障害児においては、個々の状態やライフステージに応じたニーズにきめ細かく対応する

ため、また、医療的ケア児支援のための保健、医療、保育、教育、就労支援等とも連携を

図ったうえで、障害児及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的

な支援を身近な場所で提供する体制を構築することが重要であるため、子ども・子育て支

援事業計画との整合を図りながら、地域における支援体制の構築等について目標を定めま

す。 

 

（１） 児童発達支援センターの設置 

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、平成 30

年度末までに、児童発達支援センターを設置します。 

 

（２） 保育所等訪問支援の充実 

地域社会への参加・包摂（インクルージョン）を推進するため、市で設置した児童発達

支援センターで実施される保育所等訪問支援について、ニーズに応じたサービス提供がで

きるよう体制を構築することとします。 

 

（３） 医療的ニーズへの対応 

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の

確保維持を行います。 

 

（４） 医療的ケア児支援のための保健・医療・障害福祉・保育・教育等の関係機関の協

議の場の設置 

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成 30 年度末までに、保健、医療、

障害福祉、保育、教育等の関係機関が連携を図るための協議の場を設けることします。 
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（５） 医療的ケア児に対する関係分野の支援を調整するコーディネーター配置 

医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、平成 32 年度末までに、関連

分野の支援を調整するコーディネーターを配置します。 

 

３. 障害児通所支援等の見込量と確保のための方策 
 

見込み量は、平成 27 年度から平成 29 年度までの３か年の障害福祉サービスの伸び率

を基本としましたが、３か年の中で急激な増減がみられるサービスや絶対数が極端に少な

い場合等は、個々の状況を考慮しました。 

確保のための方策は、障害児通所支援等を提供できる体制や見込み量を確保するための

取り組みを示しています。 

 

（１） 障害児通所支援 

 

サービス種別 サービス内容 

児童発達支援 
就学前の障害児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与、集団生活への適応訓練等の支援を行います。 

医療型児童発達支援 
就学前の障害児に日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の

付与、集団生活への適応訓練等の支援及び治療を行います。 

放課後等デイサービス 
就学中の障害児に、授業終了後または夏休み等の休業日に、生活能力

の向上のために必要な訓練、社会との交流促進等の支援を行います。 

保育所等訪問支援 
保育所等に通う障害児に、その施設等を訪問し、集団生活への適応の

ための専門的な支援等を行います。 

居宅訪問型児童発達支

援 

重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用す

るために外出が著しく困難な障害児に発達支援が提供できるよう、障

害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスです。 

 

サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

児童発達支援 
人 84 84 85 

人日 252 252 255 

医療型児童発達支援 
人 0 0 0 

人日 0 0 0 

放課後等デイサービス 
人 166 180 194 

人日 889 965 1,040 

保育所等訪問支援 
人 12 12 12 

人日 34 34 36 

居宅訪問型児童発達支援 
人 0 0 0 

人日 0 0 0 

 

【見込み量設定の考え方】 

 児童発達支援では、北但広域療育センターでの受入見込人数から、計画値を設定してい
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ます。延利用人数については一人当たり月３回の利用を見込んだ計画値としています。 

 放課後等デイサービスでは、利用人数は増加傾向にあり、延べ利用者数は計画値を上

回っていることから、今後も増加する見込みとして設定しています。利用人数、延利用

人数ともに、平成 27～29 年度の実績から回帰式により算出しています。 

 保育所等訪問支援では、北但広域療育センターでの受入見込人数から、計画値を設定し

ています。 

 

【見込み量確保のための方策】 

 児童発達支援では、北但広域療育センターでの受入を増加し、サービスの充実を図りま

す。また、提供事業所の利用の偏りを是正する方策を検討し、全体的な利用者の増加に

努めます。 

 放課後等デイサービスでは、学校との連携を図り、地域における障害のある児童の放課

後等の居場所の確保を図ります。また、引き続き、重症心身障害者・児の受け入れを北

但広域療育センターで行っていくとともに、他の事業所へもはたらきかけます。 

 保育所等訪問支援では、北但広域療育センターにおいて、兼務で対応していた職員を専

任とし、サービスの充実を図ります。 

 

 

（２） 障害児相談支援 

障害児が、障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービス等）を利用する前に

障害児支援利用計画案を作成し、通所開始後、一定期間ごとにモニタリングを行う等の支

援を行います。 

 

サービス種別 
平成 30 年度 

(2018 年度) 

平成 31 年度 

(2019 年度) 

平成 32 年度 

(2020 年度) 

障害児相談支援 人 96 111 125 

 

【見込み量設定の考え方】 

 平成 27～29 年度では、計画値を大きく上回る利用があり、また、利用者も増加して

いることから、今後も増加傾向で設定しています。 

 

【見込み量確保のための方策】 

 子どもの成長に応じた途切れのない支援が継続できるように、各関係機関の連携の強化

を図ります。 
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第５章 計画の推進体制 
 

１. 計画の推進主体 
 

計画の推進にあたっては、障害者やその家族等を含めた当事者の意見を反映させること

が不可欠です。このため、障害者を中心に、市民、ボランティア、民生・児童委員、サー

ビス提供事業者、企業・就業支援団体、行政機関、教育関係者、医療関係者、権利擁護関

係者、社会福祉協議会などとネットワークの形成を図り、障害者が尊厳を保ちながら、身

近な地域で生き生きと日常生活や社会活動ができるように支援体制を図り、計画を推進し

ます。 

 

２. 地域社会への広報及び啓発活動 
 

障害に対する差別や偏見をなくし、障害のある人もない人も共に暮らす共生社会の実現

のため、市民意識の醸成に努め、市民に理解と協力、そして支援への参画等、あらゆる機

会を通じて広く呼びかけていきます。 

また、現在サービス等を利用されていない方にも、情報がしっかりと行き渡るよう、市

広報などを通して情報提供に努めます。 

 

３. 計画の点検・評価体制の構築 
 

本計画を着実に推進するため、「豊岡市障害者福祉計画策定・推進委員会」において、計

画の点検・評価を行います。その際、必要に応じて関係機関と協議を行い、PDCA マネジ

メントサイクルに基づき、計画（Plan）、実施・実行(Do)、点検・評価(Check)、処置・改

善(Action)の着実な実行に努めます。計画の進捗状況は、１年に 2回実績等の公表に努め、

必要に応じて計画の目標数値などの見直しを行うこととします 

 


